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１．大阪市の分譲マンション事情
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大阪市の分譲マンション事情 （平成26年12月末時点）

○建築時期別戸数

4

○大阪市内の分譲マンション戸数 ： 約31万戸

築30年以上

（35.5%）

築20～29年

（14.1%）

築10～19年

（26.7%）

築10年未満

（23.7%）

築30年以上
109,202戸



大阪市の分譲マンション事情

○高経年マンションの推移（平成24年度時点の推計）
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○大阪市内における建替え実績（平成27年6月時点）

１２件 ５４６戸



分譲マンションの管理に関する調査
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２．分譲マンションの管理に関する調査



調査対象
① 築35年以上の分譲マンション全て （267件）

② 築30～35年未満の分譲マンションのうち、本市既往調査において

管理組合の有無が確認できていない分譲マンション （71件）

調査内容

調査①：管理状況に関するアンケート調査
管理状況について直接聞き取りを行う。

調査②：外観等目視調査
外壁の劣化や共用部分の状況などを目視により確認する。

調査③：詳細ヒアリング調査
調査①の結果において、管理上の問題があると考えられるマン

ションに対して詳細ヒアリングを行う。
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調査期間 平成24年10月下旬～平成25年3月上旬

調査対象・調査内容



件数

調査対象分譲マンション数 Ａ 338

管理状況アンケート調査回収数 Ｂ 309

回収率(Ｂ/Ａ） 91.4%

調査対象数とアンケートの回収結果
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管理状況アンケート項目
・管理組合、通常総会の開催、管理規約の有無

・管理会社への業務委託状況（全部委託、一部委託、自主管理）

・管理費・修繕積立金の徴収状況、徴収金額（戸当たり月額）

・大規模修繕工事の実施の有無、回数

・長期修繕計画の作成の有無

・建替え事業の検討の有無

・日常管理においての問題

調査対象数とアンケート項目



実施している

300件（98.4%）

実施していない

5件（1.6%）

（n＝305件）

１回

32件（13.6%）

２回

85件（36.0%）
３回

66件（28.0%）

４回以上

28件（11.9%）

その他

25件（10.6%）

（n＝236件）

大規模修繕工事の実施回数大規模修繕工事の実施の状況
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管理状況アンケート調査結果①

２回
85件（36.0%）３回

66件（28.0%）



（n＝304件）

徴収している

298件（98.0%）

徴収していない

6件（2.0%）

（n＝138件）

2,500円以下

4件（2.9%）
2,500円超

5,000円以下

23件（16.7%）

5,000円超

7,500円以下

29件（21.0%）
7,500円超

10,000円以下

45件（32.6%）

10,000円超

15,000円以下

32件（23.2%）

15,000円超

20,000円以下

3件（2.2%）

20,000円超

2件（1.4%）

修繕積立金徴収の状況 修繕積立金徴収金額の状況

10

管理状況アンケート調査結果②管理状況アンケート調査結果②



（n＝291件）

作成している

219件（75.3%）

作成して

いない

72件（24.7%）

管理形態別 長期修繕計画の有無

88.0%

84.4%

48.4%

12.0%

15.6%

51.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全部委託

（n＝167）

一部委託

（n＝32）

自主管理

（n＝91）

作成している 作成していない

長期修繕計画の作成の状況
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管理状況アンケート調査結果③管理状況アンケート調査結果③



（n＝290件）

検討したことが

ある

43件（14.8%）

検討したことが

ない

247件（85.2%）

建替え事業の検討状況
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管理状況アンケート調査結果④管理状況アンケート調査結果④



管理の適正化に向け、課題に応じた施策を実施

大部分の高経年マンションは、大規模修繕工事を実施し
いているが、一部のマンションでは維持保全の取組が不
十分であった。

・長期修繕計画が未作成である高経年マンションが約4分の1存在する

・建替えを検討したことのある高経年マンションが14.8%に止まっている
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まとめまとめ



３．大阪市のマンション施策
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分譲マンションの管理組合に対して、建替えを検討する
費用の一部を補助。

補助率・限度額

補助対象となる経費の１／３

１件当たり１５０万円を上限

補助対象

以下の内容について専門家に委託する費用

・建替えの検討組織の運営支援

・マンションの現状調査

・区分所有者等の意向調査

・建替え基本構想の作成

・敷地売却制度の活用検討（平成27年4月から）

①分譲マンション建替検討費助成制度
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・耐震性不足マンションを除却する公益性
・公開空地等の整備
・地域貢献施設等
（医療・福祉施設、子育て支援施設等）

割増し容積率

公開空地等

基準容積率

公開空地等

・公開空地等の整備
・地域貢献施設等
（医療・福祉施設、子育て支援施設等）

基準容積率

割増し容積率

従来の総合設計制度 マンション建替型総合設計制度

②大阪市におけるマンション建替型総合設計制度



マンション建替型総合設計制度の適用要件 その１

市街地住宅総合設計制度 マンション建替型総合設計制度

■容積率

算定式

割増後容積率≦ｖ×｛１＋（S/A－0.1）×
Ｋi×ＫA×（3/4×ａ＋１）｝

割増後容積率≦ｖ×｛１＋（S/A－0.1）×
Ｋi×ＫA×（3/4×ａ＋１）×1.5｝

ｖ：基準容積率
Ａ：敷地面積 Ｋｉ：基準容積率による割増係数
Ｓ：有効公開空地面積 ＫＡ：敷地条件による割増係数

割増しの限度

・原則：基準容積率の1.75倍と基準容積率＋300％のうち小さい方 ※①

・住宅特化型の場合：基準容積率の２倍と基準容積率＋400％のうち小さい方 ※①②

※①：住宅部分の床面積の割合が2/3を超える場合
※②：敷地面積5,000㎡以上で一定の接道要件を満たし住宅の割合が３／４以上の場合

■敷地の要件等

敷地面積の最低限度

住居系 ５００㎡以上 ５００㎡以上

準工業 １,０００㎡以上 ５００㎡以上

近隣商業・商業 ５００㎡以上 ３００㎡以上

道路幅員

住居系 ５ｍ以上 ５ｍ以上（周囲の状況により歩道状公開空地を含むことも可）

近隣商業・商業・準工業 ６ｍ以上 ６ｍ以上（周囲の状況により歩道状公開空地を含むことも可）

歩道の整備 ２．５ｍ以上 ２．５ｍ以上（敷地面積＜500㎡の場合は1.5ｍ以上）

②大阪市におけるマンション建替型総合設計制度



マンション建替型総合設計制度の適用要件 その２

市街地住宅総合設計制度 マンション建替型総合設計制度

■公開空地等

最小幅
一般 ４ｍ以上 ３ｍ以上

歩道状 ２．５ｍ以上 ２．５ｍ以上（敷地面積＜５００㎡の場合は１．５ｍ以上）

最小単
位面積

住居系・準工業 ２００㎡以上
敷地面積の１／１０以上かつ５０㎡以上
（左欄の数値を超える場合は左欄の数値）

近隣商業・商業 １００㎡以上

有効公開空地率の下限
０．２＋（１－C）×１０／４．５×０．３

C：基準建ぺい率
―

公開空地に準ずるもの
の最小単位面積等

屋上緑化 公開空地に準ずる 公開空地に準ずる

隣地側緑地 １００㎡以上
敷地面積の１／１０以上かつ５０㎡以上

（１００㎡を超える場合は１００㎡）

中庭 ３００㎡以上
敷地面積の１／１０以上かつ１００㎡以上

（３００㎡を超える場合は３００㎡）

②大阪市におけるマンション建替型総合設計制度



マンション建替型総合設計制度による容積率の割増し
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②大阪市におけるマンション建替型総合設計制度



③大阪市立住まい情報センターにおける相談事業
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○住まいの一般相談
住まいを購入するときや借りるとき、分譲マンション管理及び大

阪市を中心とした公的な住宅政策などに関する相談に、窓口又

は電話で住まい情報センター相談員が対応。

○住まいの専門家相談
一般相談では対応できない高度で専門的な内容の相談に対応

するため、定期的に建築士・弁護士・ファイナンシャルプランナー

等による相談（面接のみ）を実施。

・住まいの法律相談

・住まいの資金計画相談

・住まいの建築リフォーム相談

・分譲マンション相談（法律、管理一般）



④大阪市マンション管理支援機構

公共団体、専門家団体、民間事業者団体が連携して、平成１２年に設立。

マンション管理について総合的に研究するとともに、住まい情報センターにお

ける相談業務に対する支援や、管理組合に対する情報提供、普及啓発など

を実施。

・大阪市

・大阪市住まい公社

・(独)住宅金融支援機構 近畿支店

公共
団体等

・大阪弁護士会

・大阪司法書士会

・大阪土地家屋調査士会

・(公社)大阪府不動産鑑定士協会

・近畿税理士会

・(公社)大阪府建築士会

専門家
団体

・(一社)マンション管理業協会 関西支部

・(一社)不動産協会 関西支部

・(一社)マンションリフォーム推進協議会

近畿支部

・大阪ガス(株)

民間
事業者
団体 大阪市立住まい情報センター

住情報プラザ

マンション

管理組合

普
及
啓
発
・情
報
提
供

構成団体

連
携
・協
働

登
録

１２４５管理組合
が登録済み

（平成２７年６月
時点）

相
談
対
応

・マンション管理関連セミナーの開催

・機関紙｢らいふあっぷ｣の発行

・マンション管理サポートブックの発行

・「管理組合交流会」の開催

・大規模改修工事見学会の開催

・｢マンション管理フェスタ｣の開催

・マンション管理の課題について
対応方法等を検討

大阪市マンション管理支援機構

連携
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④大阪市マンション管理支援機構

平成27年度の主な取り組み

○基礎セミナー（７月開催）

・管理費滞納と法的措置 （大阪弁護士会）

・長期修繕計画と大規模修繕工事 （（公社）大阪府建築士会） 等

○基礎講座（１１月開催予定）

・マンション管理のトラブル事例

・管理組合理事・監事の役割と業務

・交流サロン
○情報誌「らいふあっぷ」

・6月、10月、2月の年3回定期発行

○マンション管理サポートブック（発行予定）

・マンションの管理組合の運営等について、わかりやすく説明する冊子

○大規模修繕工事見学会（未定）
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○マンション管理フェスタ（９月開催）



マンションの建替えや計画的な修繕・省エネルギー改修
についてのアドバイスを行うため、管理組合の勉強会
などの講師役として専門家を派遣。

アドバイス内容

①建替えの検討

②大規模修繕工事

③省エネルギー改修

⑤分譲マンションアドバイザー派遣制度

派遣料

無料

大規模修繕工事に関するアドバイザーは２回、建替え又は省エネルギー
改修に関するアドバイザーの派遣はそれぞれ１回、合計３回を限度
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平成２４年度の調査結果より課題認識

⑥分譲マンション長期修繕計画作成費助成制度

・長期修繕計画の作成

・管理状況等の変化に応じた適時適切な長期修繕計画の見直し

・長期修繕計画に基づく資金計画の作成

などの取り組みを支援する必要

・長期修繕計画が未作成である高経年マンションが約４分の１存在

・長期修繕計画が作成済みでも、修繕積立金が十分でないマンション

が存在

・修繕積立金の不足により、計画的な大規模修繕工事ができない

・必要な時期に修繕工事ができない場合、外壁等の落下など、周辺

にまで悪影響を及ぼす恐れ
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分譲マンションの管理組合に対して、長期修繕計画の
作成にかかる費用の一部を補助

補助率・限度額

補助対象となる経費の１／３

１件当たり３０万円を上限

補助対象

以下の内容について専門家に委託する費用

・マンションの現状調査・診断

・長期修繕計画の作成・見直し

⑥分譲マンション長期修繕計画作成費助成制度
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一定の要件を満たす民間マンションの耐震診断・耐震改修設計
及び耐震改修工事に要する費用の一部を補助。

⑦その他の管理組合支援の取り組み

マンション耐震化緊急支援事業

分譲マンション耐震改修検討費助成

分譲マンションの管理組合に対して、耐震改修の合意形成に

かかる費用の一部を補助。

防災力向上アクションプラン策定マニュアル

ライフラインが途絶えるような災害時において、マンションでの生

活を維持していくため、各家庭の備えや、管理組合等におけるマ

ンション全体での組織的な備えについて、既存マンションでも取り

組みやすい対応事例を紹介するマニュアルを作成・公表。
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分譲マンションの適正な維持管理・円滑な

建替えに関する支援の取り組みについて、

引き続き、皆様のご協力をお願いします。
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